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提出された意見等の概要とこれに対する県の考え方 
 

案件名      ：第３期兵庫県医療費適正化計画（案） 

意見募集期間   ：平成３０年１月２９日 ～ 平成３０年２月１９日 

意見等の提出件数 ：３０件（３団体）【意見を反映 ５件、既に盛り込み済 ７件、その他 18 件】 

項目等 意見等の概要 件数 県の考え方 

第１章 

第三期医療費適

正化計画策定の

趣旨 

 

第１節 

第三期計画策定

の背景 

【P1】 

 「急速な少子高齢化、…今後医療に要

する費用が過度に増大しないようにして

いく…必要があります」との記述につい

て、医療に要する費用の多寡を判断する

指標とその根拠が不明である。 

日本の医療費は先進各国の医療費と比

較し、低い水準にあり、医療従事者の過

重労働を生んでいるため、医師と医療費

を先進国並に増やす必要がある。 

１ 

【その他】 

 根拠等については、国が示す基本方針に基づ

き策定しています。基本方針には、75 歳以上

の人口は、平成 37 年には約 2200 万人に近づく

と推計されており、これに伴って現在は国民医

療費の約３ 分の１ を占める後期高齢者医療

費が国民医療費の半分弱を占めるまでになる

と予想されること等から、医療費が過度に増大

しないよう取組が必要である旨を記載してい

ます。 

 なお、ご意見については、今後の施策推進の

参考とさせていただきます。 

【P1】 

都道府県別の一人当たりの医療費はそ

れぞれの地域の実情を反映したものであ

り、一律に半減させるのではなく、地域

の実情に配慮したきめ細かい取組を求め

たい。 

特に高医療費を下げる方向は、健康状

態や疾病を悪化させ、低医療費が長期的

な医療費増嵩の原因となる可能性を検討

すべきである。 

１ 

【その他】 

 医療費適正化計画は、国が示す基本方針に基

づき策定しています。 

地域の実情に応じた取組については市町や

保険者協議会等と情報交換を行いながら推進

していきます。 

なお、ご意見については、今後の施策推進の

参考とさせていただきます。 

第１章 

第三期医療費適

正化計画策定の

趣旨 

 

第２節 

「兵庫県医療費

適正化計画」の

概要 

【P6】 

 基本理念の１つに「健康寿命の延伸を

図るため、住民の生活の質を確保・向上

し、良質かつ適切な医療の効率的な提供

を目指す」とあるが、医療の効率的な提

供を追求するあまり、医師をはじめとす

る医療従事者に更なる負担をかけたり、

患者・地域住民が必要な医療を受けられ

ないと言った事態を招かないようにすべ

きである。 

効率性は医療費を中心とした短期的な

単純評価ではなく、中長期的な評価基準

を明確にし、その結果を重視すべきであ

る。 

１ 

【その他】 

 ご意見については、今後の施策推進の参考と

させていただきます。 

【P6】 

 基本理念の１つに「医療保険制度を持

続可能なものとするため、医療費が過度

に増大しないことを目指す」とあるが、

医療費の抑制により医療保険制度を維持

するのは本末転倒であり、十分な財源確

保により医療保険制度を持続可能なもの

とする必要がある。 

１ 

【その他】 

医療費適正化計画は、ご意見のとおり医療費

抑制ではなく、医療資源の消費の適正化を図る

ため本県の実情を踏まえ策定しています。 

なお、計画の見直しにあたって、健康づくり

等の取組の結果として医療費の目標があるの

に副次目標である医療費が前面に出すぎてい

る旨を本県の意見として申し入れました。 
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第１章 

第三期医療費適

正化計画策定の

趣旨 

 

第２節 

「兵庫県医療費

適正化計画」の

概要 

【P7】 

 「５ 他の計画との関係」において兵

庫県保健医療計画で述べられている地域

医療構想では 2025 年までに県下の病床数

を 662 床削減するもので、地域病院の機

能を精査するなど、強引な病床削減や病

床転換により、地域医療の後退を招かな

いよう注意されたい。 

１ 

【その他】 

今後、地域医療構想調整会議での議論や医療

機関の自主的な取組みを踏まえ、地域に必要か

つ適正な医療を確保するよう、保健医療計画を

推進します。 

地域医療構想において過剰になると見込ま

れる機能の病床について、必要な機能への転換

を支援するための推計です。 

第２章 

医療費を取り巻

く現状と課題 

 

第１節 

医療費の動向 

【P9】 

 「１ 本県の医療費」と「２ 国民健康

保険の医療費」などを指標として全国と

比較しているが、このような単純な指標

により医療に要する費用の多寡を論じる

のは「県民の健康の保持の推進」の視点

からは不適切である。 

１ 

【その他】 

医療費の動向について、医療費の抑制のため

ではなく、本県の医療費の水準を全国と比較し

て示すために分析しているものです。 

なお、県民の健康の保持の推進の観点から、

本県の実情を踏まえ特定健診・保健指導、たば

こ対策、生活習慣病重症化予防等を推進してい

きます。 

第２章 

医療費を取り巻

く現状と課題 

 

第２節 

生活習慣病の状

況 

【P17】 

 表 2－8 において平成 28 年度要介護度

別にみた介護が必要となった主な原因

（上位 3 位）が示されているが、1 位の認

知症対策の強化を明記すべきである。 １ 

【意見を反映】（P37 ～ P38） 

○ 認知症チェックシートの活用による健

診の実施の促進 
○ 支援チームで活動するリハ専門職の養

成、市町職員・支援チーム員対象の研修

の実施 
等の取組を追記します。 

【P18】 

 図 14・図 15 でそれぞれ示されている全

国の生活習慣病による死亡率の割合、医

療費の割合ともに「その他」が最も高く

なっているため、「その他」の分析と対策

を行うべきである。 １ 

【その他】 

生活習慣病以外の疾患等にかかる死亡率・医

療費の割合を「その他」としています。 

 生活習慣病にかかる死亡率・医療費の割合

が全体に占める割合を確認できるよう、「その

他」を掲載しております。 

 「その他」の例としまして、肝疾患や骨折な

どが含まれていますが、本計画は本県の実情を

踏まえ生活習慣病対策を柱として策定してい

ます。  
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第２章 

医療費を取り巻

く現状と課題 

 

第３節 

医療資源の状況

（兵庫県地域医

療構想） 

【P23】 

 兵庫県地域医療構想では「団塊の世代

がすべて後期高齢者となる 2025（平成 37）

年に向け、『住民が、住み慣れた地域で生

活しながら、状態に応じた適切で必要な

医療を受けられる』地域医療の提供体制

（＝「地域完結型医療」）が必要とされて

います。」とあるが、「兵庫県保健医療計

画（改定案）」で「高度、特殊な救急医療

の提供体制等に圏域を超えた連携課題が

ある圏域を広域化し、阪神南圏域と阪神

北圏域を、中播磨圏域と西播磨圏域をそ

れぞれ統合する。」とされているのは、ま

さに「ゴールを動かす」ルール変更で、

到底理解できない。地域の住民・患者・

医療関係者へ丁寧に説明し、同意を得る

べきである。 

１ 

【既に盛り込み済】（P23） 

 保健医療計画改定案の二次医療圏の改定案

は、地域医療構想策定時に課題とされた事項や

実際の患者流動に踏まえ、限られた医療資源を

有効に活用するため、提案したものです。 

 医療圏域の改定にあたっては、パブリック・

コメントや地域関係者の意見を踏まえ策定し

ていきます。 

今後、地域に必要かつ適正な医療を確保する

よう保健医療計画を推進します。 

第３章 

医療費適正化に

向けた目標及び

目標達成による

医療費の推計 

 

第１節 

兵庫県医療費適

正化計画の目標 

【P26】 

医療の効率的な提供の推進に関する目

標の１つである「後発医薬品の使用割合

等」について、2015 年に行われた厚生労

働省の調査では、病院勤務の医師のうち

54.9％がジェネリックに対して先発医薬

品との「効果・副作用の違い」や「使用

感の違い」を理由に「不信感がある」と

回答している。現場の医師の処方権や患

者の希望を損なわない方法で取組を進め

るべきである。 

１ 

【既に盛り込み済】（P50） 

 御意見については、今後の施策推進の参考と

させていただきます。引き続き、県民や医療関

係従事者が安心してジェネリック医薬品を使

用できる環境づくりを推進していきます。 

第３章 

医療費適正化に

向けた目標及び

目標達成による

医療費の推計 

 

第２節 

目標達成による

医療費の推計 

【P29】 

 表：医療費効果の内訳（2023 年度（H35））

において②特定健診等の実施率の達成に

よる適正化効果として７億円と述べられ

ているが、特定健診による医療費抑制効

果についてはエビデンスが乏しく、「メタ

ボ健診はむしろ治療の必要が乏しい患者

の掘り起こし＝医療費増につながる。長

期的に見ても、医療費抑制効果はない」

（二木立「診療報酬本体プラス改定の意

味 行き詰まる医療費抑制政策 負担増

路線の登場も『週刊東洋経済』2007 年 12

月 29 日・2008 年 1 月 5 日号：146 頁」）

との指摘もある。どのような算定方法に

基づいて、こうした効果を見込んでいる

のか明らかにすべきである。 

 また、本来、特定健診は医療費抑制を

目的とするのではなく、県民の健康増進

を目的とするべきである。 

１ 

【既に盛り込み済】（P28） 

 ご意見にあります適正化効果額につきまし

て、国の基本方針に基づき、算出したものです。 

特定健診の目的につきましては、健康づくり

の計画である「兵庫県健康づくり推進プラン

（第２次）」「兵庫県健康づくり推進実施計画

（第２次）」（案）では、「県民一人ひとりが生

涯にわたって健康で生き生きとした生活がで

きる社会の実現」を目標としており、特定健診

はこうした健康づくり推進の取組みのなかで

重要なものと位置づけています。 
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第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第１節 

県民の健康の保

持の推進 

大阪府が、2019（H31）年 10 月から「国

保特定健診を受けた人に 3,000 円程度の

電子マネーを付与する」という個人への

インセンティブを提供する予定ですが、

本県も同様に全市町共通の広域的な施策

を検討してはいかがでしょうか。受診率

の大幅な向上のためには、県民一人ひと

りが自らの健康は自らで作る第一歩を踏

み出せるよう、積極的な行動変容を促す

施策が欠かせないと考えます。市町のポ

イント制度等への財政支援といった現計

画（案）にとどまらず、共同保険者とし

て兵庫県が大胆かつ率先して行動する取

組みを希望します。 

１ 

【その他】 

ご意見については、今後の施策推進の参考と

させていただきます。 

実施率が低い特定保健指導について

は、計画（案）のとおり、健康経営（コ

ラボヘルス）の取組みを支援する健康づ

くりチャレンジ企業制度の一層の充実を

希望します。 

１ 

【既に盛り込み済】（P33） 

取組については本文 33 ページに記載してい

ますが、今後の施策推進の参考とさせていただ

きます。 

第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第１節 

県民の健康の保

持の推進 

国保連や協会けんぽとの連携・協働に

よる健診・医療データを活用した健康づ

くり支援をさらに発展すべきと考えま

す。平成 29 年 11 月、この支援に絡み兵

庫県が作成した県内の健康課題をマップ

化した「特定健診データ解析報告書」が

全国紙で注目され、HbA1c の測定値が播磨

地域で突出しており、その原因は不明な

ため対策が難しい記事が掲載されまし

た。複数の市町にまたがり、実地調査や

専門的な知見や解決ノウハウを要する場

合には重点支援していただくよう希望し

ます。 

１ 

【その他】 

県では兵庫県健康財団に委託し、特定健診・

医療費データ、各市町の介護保険データ等を収

集・解析し、生活習慣病に罹患するリスク等を

市町や企業に提示することより、地域の状況に

応じた健康施策を推進することとしています。 

喫煙、受動喫煙のタバコに、非燃焼の

加熱式タバコ等の新型タバコも含めるよ

う、よろしくお願いします。 

１ 

【意見を反映】（P34） 

本県の受動喫煙の防止等に関する条例では、

「たばこ」とは、「たばこ事業法第２条第３号

に規定する製造たばこ又は同法第 38 条第２項

に規定する製造たばこ代用品で、喫煙用のも

の」と定義しています。 

火を使わない加熱式のたばこは、製造たばこ

に分類されるもので、従来の紙巻きたばこと同

様、本条例の規制対象としています。 

本文にも規制対象である旨を明記します。 
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今進められている国の「健康増進法の

改正」を見越して、管轄内公共的施設・

場所の屋内全面禁煙の自主的実施が望ま

れるので、庁舎内（議会棟、出先を含め）、

出先や関係機関等の「敷地内 or 屋内全面

禁煙」の周知徹底・要請をよろしくお願

いします。（貴県では条例により既に実績

がおありでしょうが、例外規定をなくす

方向でよろしくお願いします。） 

 また貴管下職員の勤務中の禁煙実施も

お願いします。 

１ 

【その他】 

本県としては、引き続き、東京オリンピッ

ク・パラリンピック等に向けた国の受動喫煙防

止対策の強化を注視し、本条例の施行から５年

経過後（平成 30 年度）の最初の見直し検討に

おいて、専門家等の意見も踏まえ、より効果的

な対応を検討していくこととしており、ご意見

については、今後の施策推進の参考とさせてい

ただきます。 

第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第１節 

県民の健康の保

持の推進 

 タバコ特に受動喫煙の危害防止につい

て、公共性の高い施設において子ども・

妊産婦を守ることを最優先に全面禁煙ル

ールを確立して順次広げていくことや、

幼稚園や小中学校をなどの保護者への禁

煙促進の働きかけや啓発・講習等をよろ

しくお願いします。（乳幼児～思春期の受

動喫煙は、子どもの心身の健康阻害要因

となるだけでなく、成長後も影響を残す

とのエビデンスが蓄積してきています。

例えば胎児期から 18歳までの受動喫煙の

暴露は、生殖期年齢の女性の精神的健康

度を低下させる（抑うつ発症）リスクに

なる事もわかってきました。） 

 子ども・青少年の喫煙防止とともに、

親や妊産婦・家族が喫煙している場合は

禁煙を促す抜本的施策などよろしくお願

いします。 

１ 

【既に盛り込み済】（P34 ～ P35） 

本県では、喫煙の健康影響に関する知識を普

及・啓発するとともに、大人に比べてたばこの

有害物質の影響を受けやすい子どもや、妊婦の

受動喫煙防止等に理解を促すなど受動喫煙の

ない快適な生活環境づくりを推進しています。 

たばこは、吸い始めた年齢が若いほど習慣化

しやすく、肺がんや心臓病の罹患率も高くなる

ことから、本県では、小中学生と保護者を対象

とした喫煙防止教室に加え、子ども向けのリー

フレットを県内の小学５年生全員に配布して

います。 

本県としては、引き続き、子どもがたばこの

悪影響を具体的に認識し、自らの健康のために

行動できる力を育む取組を継続していきます。 

 

「分煙」では煙は必ず漏れます。公共

施設や飲食店・職場等や家庭内で、全面

禁煙の徹底・推奨をよろしくお願いしま

す。 

１ 

【その他】 

本県としては、引き続き、東京オリンピッ

ク・パラリンピック等に向けた国の受動喫煙防

止対策の強化を注視し、本条例の施行から５年

経過後（平成 30 年度）の最初の見直し検討に

おいて、専門家等の意見も踏まえ、より効果的

な対応を検討していくこととしており、ご意見

については、今後の施策推進の参考とさせてい

ただきます。 
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第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第１節 

県民の健康の保

持の推進 

 路上禁煙について、都市内全域への拡

大、特に繁華街・アーケード商店街を優

先に、またコンビニなどの店外灰皿の禁

止も含め、徹底をよろしくお願いします。 

１ 

【その他】 

「受動喫煙の防止等に関する条例」の規制対象

外である屋外については、市町が制定する路上

喫煙禁止に関する条例等をもとに、市町と連携

して対応を検討していきます。 

本県としては、引き続き、東京オリンピッ

ク・パラリンピック等に向けた国の受動喫煙防

止対策の強化を注視し、本条例の施行から５年

経過後（平成 30 年度）の最初の見直し検討に

おいて、専門家等の意見も踏まえ、より効果的

な対応を検討していくこととしており、ご意見

については、今後の施策推進の参考とさせてい

ただきます。 

第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第１節 

県民の健康の保

持の推進 

貴所管内での、遊泳場・屋外スポーツ

施設・公園＆遊園内などでも、受動喫煙

の危害のないよう、禁煙措置の徹底をお

願いします。 

１ 

【その他】 

本県としては、引き続き、東京オリンピッ

ク・パラリンピック等に向けた国の受動喫煙防

止対策の強化を注視し、本条例の施行から５年

経過後（平成 30 年度）の最初の見直し検討に

おいて、専門家等の意見も踏まえ、より効果的

な対応を検討していくこととしており、ご意見

については、今後の施策推進の参考とさせてい

ただきます。 

 禁煙サポートの推進で、特定健診やが

ん検診等の場は 40 歳以上であったりで、

より若い 20 歳前～30 歳代・未成年者への

禁煙サポートに重点を置いたやり方が求

められています。禁煙治療の保険適用に

ついて、喫煙指数が 200 以上などの制約

がありましたが、中医協の改定で、2016

年４月からは 35 歳未満の若い世代も適用

になりましたので、この施策の重要性を

進めていただきたいです。 

 御地の禁煙治療の保険適用施設が増え

るよう、施策での取り組み要請をよろし

くお願いします。 

 また敷地内禁煙となっていない御地の

病院がある場合は、改善要請・支援をよ

ろしくお願いします。 

１ 

【その他】 

本県では、すべての県民が喫煙の及ぼす健康

影響について十分に認識するよう、普及啓発を

推進しています。 

特に大人に比べてたばこの有害物質の影響

を受けやすい子どもや妊婦の喫煙防止、喫煙を

やめたい人への禁煙支援など、関係団体等と連

携を図りながら、積極的に取り組んでいきま

す。 

なお、東京オリンピック・パラリンピック等

に向けた国の受動喫煙防止対策の強化を注視

しながら、専門家等の意見を踏まえ、より効果

的な対応を検討していきます。 
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第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第１節 

県民の健康の保

持の推進 

 喫煙者は歯周病で歯を失う人が多くい

ます。受動喫煙でも同様のリスクがあり、

禁煙により、本人及び周りの家族など受

動喫煙者でも、歯肉炎・虫歯・歯喪失・

義歯修正等の減少が期待され、末永くよ

く噛み味わえるようになります。 

 歯周病以外に、口内炎や舌がん、食道

がんなども喫煙・受動喫煙と因果関係が

多々あります。これらも強調し、施策・

啓発が重要です。 

１ 

【既に盛り込み済】（P33） 

本県では、喫煙の健康影響に関する知識を普

及・啓発するとともに、大人に比べてたばこの

有害物質の影響を受けやすい子どもや、妊婦の

受動喫煙防止等に理解を促すなど受動喫煙の

ない快適な生活環境づくりを推進しています。 

本県としては、引き続き、県民や関係事業者

に対し、受動喫煙の健康への悪影響や条例内容

について一層の普及啓発に努めます。 

第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第１節 

県民の健康の保

持の推進 

医療費適正化の観点から、喫煙及び受

動喫煙が諸疾患の原因となるのはもちろ

ん、重症化の要因になっていることには

既に多くのエビデンスがありますが、治

療や入院加療・手術に至ってもなお喫煙

し続ける患者が少なくなく、重症化予防

の妨げ、また医療費高の一因になってい

るところです。 

 禁煙指導にも関わらず吸い続ける場合

は、せっかくの治療効果が減ずる or 無駄

になるケースもあり、医療資源の浪費と

なるので、治療を打ち切り、強制退院と

する医師や医療施設も現にあります。抜

本的な対処・対策をよろしくお願いしま

す。 

１ 

【その他】 

ご指摘いただいた治療の打ち切り等につき

ましては、医療機関による治療の内容に関わる

判断であり、県には権限がないため、対応は困

難です。 

【P36】 

 がん検診を受けない理由について、

「『費用がかかる』、『心配なら医療機関で

受診する』がともに約１／３を占め…」

とされており、「費用がかかる」が一番多

い理由となっているのでこの理由を解消

するための具体策を明記すべきである。 

１ 

【既に盛り込み済】（P37） 

 住民を対象としたがん検診の実施主体であ

る市町では、計画案に記載のとおり、受診率向

上のため、クーポン券を活用した住民への受診

勧奨等を行っています。 

 なお、いただいたご意見は今後の施策推進の

参考とさせていただきます。 

【P40】 

 こころの健康づくりでは「20～59 歳の

自殺者が自殺者全体の約５割を占め、そ

の原因や動機として、健康問題が 36％、

経済生活問題 15％、勤務問題 14％となっ

ており、全年齢に比べ、仕事のストレス

や職場での人間関係等の勤務問題が占め

る割合が高くなっています。」とされてお

り、当該年齢における自殺の原因や動機

として最も多い「健康問題」について更

なる分析と具体策を明らかにすべきであ

る。 

１ 

【意見を反映】（P40） 

健康問題について、うつ病や統合失調症等精

神疾患対策が課題である旨を追記するととも

に、勤務問題について、ワーク・ライフ・バラ

ンスに配慮した働きやすい職場づくりが課題

である旨を追記します。 
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第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第１節 

県民の健康の保

持の推進 

【P45】 

歯及び口腔の健康づくりにおいて、「第

1 次計画に定める目標『過去 1年間に歯科

健康診査を受診した人の割合の増加（20

歳以上）』…は改善しています。」とされ

ているが、県内の小中高等学校、特別支

援校を対象に実施した「2016 年度学校歯

科治療調査」では、学校歯科検診で要受

診の診断を受けた自動・生徒の 65％が未

治療で、口腔崩壊（むし歯が 10 本以上あ

る、歯の根しか残っていないような未処

置歯が何本もある等、咀嚼が困難な状態）

の生徒・児童がいる学校が 35％もあるこ

とが明らかになった。成人前の歯及び口

腔の健康づくりについても、調査、分析

し対応策を明記すべきである。 

 県教育委員会は「健診後の追跡調査は

しておらず、『受診を促すまでが義務で、

後は保護者の責任』」（「毎日新聞」二〇一

七年五月一九日付）との立場を明らかに

しているが、東北大学歯学部の相田潤准

教授のグループによれば、親の教育歴が

低い家庭の子どもは、教育歴の高い家庭

の子どもより優位にむし歯の罹患状況が

高いことを、2017（平成 29）年４月に発

表している。親の貧困・格差の是正も視

野に入れた対策を検討すべきである。 

また、「2016 年度学校歯科治療調査」で

は、学校で歯科についての保健指導を「し

ていない」とする回答が 16.8％に上った。

年に数回の歯科医師や歯科衛生士による

保健指導を年に数回行うことを盛り込む

べきである。 

１ 

【意見を反映】（P48） 

次世代への支援については、①妊婦を対象と

した歯科健診等の全市町実施、②幼児期、学童

期の意識の向上や健康教室の開催等による予

防、③青年期における定期的な歯科健診の受診

等不十分であることから、妊婦歯科健診・相談

事業等の推進や子どもとその保護者への歯科

保健指導の取組（生活習慣、食生活習慣の指導）

等を推進するため、①市町母子健康事業への支

援、②学校歯科保健事業の支援、③幼稚園～高

校における歯科健診結果の集計・傾向分析を行

う等対策を追記します。 

第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第２節 

医療の効率的な

提供の推進 

【P48】 

 「地域医療構想による医療提供体制を

確保するためには、国・県・市町が連携

して施策を推進すること、県民が適正受

診や在宅医療について理解を深めること

など、各々が責務を果たすことが必要で

す。」とされているが、「各々の責務」と

は誰のどのような責務を指すのか具体的

に明示すべきである。 

１ 

【その他】 

 地域医療構想を含む保健医療計画の推進主

体と推進方策に係る具体的表示は、保健医療計

画の、項目ごとの「推進方策」に記載していま

す。 

医療費適正化計画においては、主なものを記

載しています。 
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第４章 

目標達成に向け

た取組等 

 

第２節 

医療の効率的な

提供の推進 

【P50】 

 ジェネリック医薬品（後発医薬品）の

使用促進の【主な取組例】にある「兵庫

県保険者協議会を活用した保険者による

差額通知の実施」とあるが、保険者によ

る「差額通知」の実施に重点を置くこと

で、理解度の高低や経済的格差による医

療格差を呼び込まないか危惧される。「差

額通知」に通知の目的と後発品使用時の

利点と欠点について明記すべきである。 

１ 

【意見を反映】（P51） 

 ジェネリックの差額通知については、患者負

担の軽減や、医療保険財政の改善に資するため

実施するものです。 

 また、県民や医療従事者が安心してジェネリ

ック医薬品を使用できる環境づくりを推進し

ていきます。 

参考資料 

【P54 以降】 

「参考資料」について、分布図におい

て数式や決定係数等を明らかにすべきで

ある。 

１ 

【その他】 

 分布図については厚生労働省及び市町が集

計・公表するデータにより、策定しています。 

【P80】 

 「(注)健診受診率と 1 人当たり医療費

は必ずしも逆相関の関係にはなっていな

い。1人当たり医療費の高低には現時点で

は地域差の特色が強いと思われる。」とあ

るが、その根拠を明らかにすべきである。

また、これは「解説」ではなく「考察」

であり、記載場所が不適切である。 

１ 

【その他】 

 ご意見については参考とさせていただきま

す。 

 


